ドイツ有限責任事業会社（UG） by 丸山 秀平
  
－1－ 
  
 
 
 マル ヤマ シュウ ヘイ 
氏名（生年月日） 丸 山 秀 平 （1950年 9月 23日） 
学 位 の 種 類 博士（法学） 
学 位 記 番 号 法博乙第 99号 
学位授与の日付 2016年 3月 18日 
学位授与の要件 中央大学学位規則第 4条第 2項 
学位論文題目 ドイツ有限責任事業会社（UG） 
論文審査委員 主査 小宮 靖毅 
 副査 三浦 治・山内 惟介・野田 博（一橋大学） 
内容の要旨及び審査の結果 
1 審査の経過 
 丸山秀平氏の提出論文に基づき，審査委員（主査・小宮靖毅，副査・三浦治，山内惟介および野
田博（一橋大学教授））は，2016年 1月 18日に口頭試問を行った．審議の結果，博士学位（乙）を
授与するにふさわしいと判断した． 
 
2 提出論文の内容 1 
   第 1章 ドイツにおける有限責任事業会社制度の創設とその評価 
    第 1章―補説 制度導入前史 
   第 2章 有限責任事業会社の設立 
   第 3章 有限責任事業会社に対する現物出資禁止規制の適用限界 
   第 4章 商号の付加語の不正使用と行為者責任 
   第 5章 弁護士会社・弁護士株式会社・弁護士有限責任事業会社 
   第 6章 パートナーシャフト有限職業責任会社の導入 
   第 7章 小括と課題 
   Zusammenfassung I-IV 
＊1 以下では第７章「小括と課題」を，各章に統合して要約する． 
 
 2−1 ドイツにおける有限責任事業会社制度の創設とその評価（第 1章と補説） 
 第 1章と補説で著者は，「有限責任事業会社（UG： Unternehmergesellschaft （haftungsbesch- 
ränkt））」が「通常の有限会社（Voll-GmbH）（以下単に「GmbH」という）」という企業形態（法形式）
とどのように異なるかを述べ（Ⅲ：p.6），有限会社を株式会社という法形式に収斂させた日本とは
異なってそれを維持し，その上で利用度向上を目指したドイツの立法政策を評価する（IVと補説：
〔 〕 1162 
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pp.18-31）． 
 提出論文全体の導入となるよう，著者はまず UG制度の基本設計を示す．小規模でありながら有限
責任を享受できる企業形態（法形式）を用意してドイツ法を利用した起業を促すため，【設立段階】
では，1 ユーロ相当の財産で最低資本金制度が満たされているものと扱い（最低資本金額の縮減：
p.7），金銭出資の全額払込以外を認めないことで起業に係る時間的コストを最小化する（現物出資
禁止：p.8，p.41）．【設立後】は，会社財産（基本資本）を増強して GmbHへの移行（Wechsel）（有
限会社法第 5条ａ第 5項第 1文）を促すため（p.15），内部留保を急速に積み立てさせる（準備金の
積立義務：p.11）．さらに，些少な会社財産での設立を認める結果として「支払無能力」に陥る頻度
が大きくなることを考慮し，UG の社員総会の招集要件を緩和する（「差し迫った支払無能力」の要
件 p.13）． 
 
 2−2 有限責任事業会社の設立（第 2章） 
 まず，時間的・費用的なコスト抑制に資するため定型化した定款（会社契約）に基づく設立が扱
われる（「ひな形書式」：p.38）．ここから UGについては「設立中の会社」の概念を必要とする度合
いが低いことと，一人設立の場合には「設立中の会社」が不存在となるという私見が示される（p.51）．
さらに，「一人社員が基本資本額の四分の一を給付し，残額分は同人が保証すれば，一人 GmbHの設
立登記申請ができる」という特則（緩和された会社債権者保護）が削除され，一人設立でもひな形
を利用してこの保証をせずに登記を申請できるようになったとしている（p.40）． 
 また，UGが全額を一括で金銭として出資して会社財産（基本資本）を形成することから，現物出
資された財産を取締役（業務執行者）が「確定的に自由に処分できる」旨の保証を要求する明文（有
限会社法第 8条第 2項第 1文）の適用はないと思われるところ，この保証を要求する学説の存在が
指摘される（p.42）．著者は，この保証を要求する学説に賛成する（p.52）． 
 一方，【設立後】の UG において，たとえば UG を子会社とする企業集団内で，UG への入金が親会
社の積極財産として移し替えられたような場合にも（キャッシュプーリング），親会社の UGへの出
資が親会社への貸し付けというかたちで払い戻されたと解釈し，「隠れた現物出資」に関する規定（有
限会社法第 5条ａ第 2項第 1文）を類推適用すべきという意見がある（「払込の払戻し」：p.43，45）．
キャッシュプーリングの有効性を認めるための条文（有限会社法第 19条第 5項）は用意されており，
著者は，「類推適用賛成の意見に対して消極的」との見解を示している（p.47）． 
 第 2章末尾では，UGという企業形態（法形式）をあらわす商号（付加語）をとりあげ，UGの政策
目標実現に資する文字はなにかを問題として提起する（p.48）．GmbH であれば，商号の一部である
「GmbH」との文字であり，社員が会社債務について有限責任しか負わないこと（mbH）を示す付加語
が用いられているところ，UGという商号は利害関係者にいかなる法的な信頼を喚起するかという問
題である．第 2 章の別の箇所でこの点に触れてはいるが（p.35），実質的にはこの末尾部分が第 4
章以降への導入となっている． 
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 2−3 有限責任事業会社に対する現物出資禁止規制の適用限界（第 3章） 
 第 3章は，（1）【設立後】の UGにおいても現物出資が禁止されるべきか，および，（2）現物出資
を行う新設分割によって UGを設立することは禁止されるべきか，の問題を扱う．それぞれ連邦最高
裁の判断が示されており，その評価を試みている． 
 
    2−3−1 【設立後】の UGにおいて現物出資は禁止されるべきか 
 UGを現物出資によって設立することは禁じられていても（有限会社法第 5条ａ第 2項第 2文），
現物出資による GmbH の資本増加は禁じられていない（有限会社法第 56 条，p.16）．GmbH の最低資
本金額 €25,000 を充たす現物出資は許されるとする明文はあるが（有限会社法第 5条ａ第 5項第 1
文による同条第 2 項第 2 文の適用排除：註 13，p.59），その金額に「達しない」現物出資について
法が沈黙しているとみる余地があるからである． 
 支配的見解が，出資しても UGが GmbHに移行しない（「達しない」）ような現物出資は認めるべき
でない（第 5条ａ第 2項第 2文の類推適用肯定）としていることを承け（p.54），著者は，逆に不適
用との結論を下した連邦最高裁の決定を詳細に検討する． 
 連邦最高裁民事第二部 2011年 4月 19日決定は，①不適用との結論は条文上許容される，②不適
用とすることで，【設立後】の UGを速やかに GmbHに移行させる効果が生ずる，③現物出資禁止は【設
立段階】の UGの［設立コスト抑制］のためであって，【設立後】の現物出資は通常の手続に拠る，
という大きく三つの理由づけを示した． 
 
    2−3−2 現物出資を行う新設分割によって UGを設立することは禁止されるべきか 
 著者が「分離型会社分割」とする「Abspaltung（組織変更法第 123条第 2項第 2号）」は，この問
題を扱った連邦最高裁の決定（連邦最高裁民事第二部 2011年 4月 11日決定）の事案においては，
会社分割（Spaltung）のなかでも「新設分割（人的分割）」に該当する（註 14，p.63）． 
 支配的見解が，新設分割による UG設立を禁じ（第 5条ａ第 2項第 2文の適用肯定）（p.66），連邦
最高裁も同様に決定した． 
 
    2−3−3 著者による評価 
 著者は，まず，2011年当時の UGは，その多くが内部留保を用いて GmbHに移行しているとの統計
数値を示す．その上で，（1）の決定を支持する見解を紹介する（註 22，p.70）．（1）の決定は，法
改正の政策効果を妨げる解釈論に正対する結論を示したものであった． 
 その一方，（2）の決定については，UGが吸収分割承継会社になる場面に関して判断を示したもの
ではないと指摘する．すなわち，①UG を金銭出資で設立し，②その UG を吸収分割承継会社とする
会社分割を行い，③その UGを GmbHに移行させるならば，当該会社分割は現物出資禁止の趣旨に反
しない，というわけである（上記（1）における「達する」現物出資にあたる）．ただし，③’UGが
GmbHに移行しない会社分割であれば許されないとする意見があり（註 28，p.71），上記（1）におけ
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る場合と平仄を合わせていることになる（上記（1）における「達しない」現物出資）． 
 最後に著者は，【設立段階】でも UGに現物出資できる（すなわち，現物出資による新規設立を認
める）とする立法論（註 30，p.72）が存在することを指摘し，今後の議論に注視する必要を説いて
章を閉じる． 
 
 2−4 商号の付加語の不正使用と行為者責任（第 4章） 
 最低資本金の定めがある会社形態について，その会社の商号は，たとえば GmbHであれば，①社員
の有限責任（mbH）と，②設立登記時に最低資本金として少なくとも€25,000相当の会社財産は有し
ていたことをあらわす．しかし UGについては，②’UGが GmbHの変種，ないし“下位概念”である
ことや，②’’【設立段階】で€25,000に達しない会社財産しか持っていないこと，を読み取れるかど
うかが問題となる．有限会社法第 5条ａ第 1項が「Unternehmergesellschaft（haftungsbeschränkt）」
または「UG（haftungsbeschränkt）」という付加語を義務づけていて，商号が GmbH ではないからで
ある． 
 ドイツ連邦最高裁は，商号（付加語「mbH（mit beschränkter Haftung）」）を省略した GmbH の業
務執行者の責任につき，民法 179条第 1項（日本の民法 117条にあたる）の類推適用により，個人
としての責任を認めてきた． 
 著者はこの判例を丹念に跡づけ，UGであるにもかかわらず GmbHの付加語を用いた UGの業務執行
者の責任を，これと同じ法律構成で認めた連邦最高裁 2012年 6月 12日判決の詳細な検討に進む．
これに対する有力な反対説を紹介し，その上で，日本法においても同様の問題が生じうるとの示唆
を得ている． 
 行為者が契約の相手方に対してした不適切な表示により，少なくとも一人の自然人が，その個人
財産によって無限責任を負うとの信頼が生じた場合，個人責任（無限責任）を認める結論の根拠に
つき，著者によると三つの判例の流れがあるという（pp.94−95）．（a） 民法 179条の「権利外観責
任」の観点から有限会社法第 4条（商号規制）違反を言う判例，（b） 民法 179条には「保証責任 （eine 
schuldunabhängige Garantiehaftung）」を課す「法思想 （Rechtsgedanke）」が示されているとする
判例，さらに（c）必要な釈明をしなかった者の「信頼責任」を言う判例，の三つである． 
 続けて著者は，2012年 6月 12日判決を論評しつつ，UGが GmbHを名乗っている場合に関する五人
の所説を検討する．（1）UGが GmbHを名乗ると上記②（設立登記時に最低資本金として€25,000相当
の会社財産を有していたこと）を表してしまうから，UGが真実として有する会社財産の金額と GmbH
の最低資本金額との差額について，行為者の権利外観責任が生ずるとする見解（Miras），（2）UGが
GmbHを名乗るのは，UGの会社財産が不足している事実を知らせないままに②の印象を惹起するとい
う「矛盾した行為の禁止」に違反するという見解（Rieder），（3）（1）と同じ差額について責任が生
ずる場合と，UGと並んで個人責任を負う場合とを二分する見解（Schwegman），（4）判決は，真正の
代理人（verus procurator）に民法第 179条を類推適用して妥当でなく，民法第 123条（詐欺・脅
迫）による意思表示の取消と同第 826条（公序良俗違反）による損害賠償を認めるべきだったとす
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る見解（Römermann），そして（5）民法第 179条は無権代理人（falsus procurator）に結びついた
条文であり，類推できないこと，最低資本金は支払能力を示さないことを指摘した上で，契約締結
上の過失（民法第 311条第 3項第 2文）として損害賠償を認めるべきだったとする見解（Altmeppen），
の五つである（（5）は，のちにパートナーシャフト会社法に関して同旨： Henssler （p.178））． 
 著者は，章の末尾にいたり，日本法を視野に入れて商号規制を論ずる（p.108 以下）．たとえば，
（1）設立中の株式会社について，成立後の株式会社の代表取締役として契約を締結した者について
民法第 117条の類推適用が認められることから（註 64，p.106に掲げられた連邦最高裁判例に類す
る場面），甲株式会社の代表取締役Ａが，誤って甲合資会社との商号を用いて契約した場合に，合資
会社の無限責任社員の範囲で責任を負うと結論しうると論ずる．また，（2）実在しない法人のため
に手形行為をした者について手形法第 8条を類推適用する判決からは，甲株式会社の代表取締役Ａ
が，甲合資会社代表Ａとして振出署名をした約束手形について，甲合資会社が不存在であっても 8
条を類推できれば，Ａに甲合資会社と同じ手形責任を認めうると論じ，この章を閉じる（p.112）． 
 なお，上記に関連しては，（1）外国の有限責任会社が責任制限を示す法形式の付加語を用いなか
った場合にどのような法により個人責任が定められるか，および（2）「商業書簡 （Geschäftsbriefe）
（書面のみならず，メールをも含む）」において，企業形態（法形式）等を表示する義務を課す有限
会社法第 35条ａ第 1項（株式法第 80条）の商号規制との関係，という二つの問題が摘示されてお
り（pp.97−99），なかでも（2）は，第 6章で扱われるパートナーシャフト有限職業責任会社の検討
の際にも言及されている（p.177，（3））． 
 
 2−5 弁護士会社・弁護士株式会社・弁護士有限責任事業会社（第 5章） 
 ここでは，UGを弁護士会社（連邦弁護士法第 59条ｃ〜59条ｍ）として利用する場面が検討され
る．その利用は妨げないとするのが支配的見解である．しかし，（a）最低€250万の保険への強制加
入で債権者が保護され（連邦弁護士法第 59条ｊ第 1項第 2項）（註 3，p.169），（b）イギリスの有
限責任パートナーシップ（LLP: limited liability partnership: 註 20，p.147）にくらべ，資本
会社として営業税（Gewerbesteuer）が課される UGには魅力がなく（註 4），（c）UGとの商号から，
上記②’’（【設立段階】で€25,000 に達しない会社財産しか持っていないこと）が読み取れ，信頼性
に欠けるというシグナルが発せられており，利用されないのは当然であると論ずる（p.170）． 
 著者に従って経緯をたどると，まず 80年代までは弁護士会社が有限会社形態を用いること自体，
認める者が乏しく，94 年の連邦弁護士法改正においては，解禁提案が積極的に否定されたという．
ところが，93 年ごろから，職業選択の自由（基本法第 12 条第 1 項）を根拠とした肯定論を裁判所
が先導し，95 年 1 月に発効した「パートナーシャフト会社 （Partnerschaftsgesellschaft）の形
成に関する法律」が，複数の弁護士による「法的に独立した特別財産」の組織形態を認めるに至り，
1998年の連邦弁護士法改正で弁護士有限会社が“解禁”された． 
 弁護士株式会社が認められるに到る経緯も亦，支配的見解にも依拠しつつ，裁判所が先導したが
（p.125以下），連邦最高裁 2005年 1月 10日決定は，連邦弁護士法の定める要件を満たしている限
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り，やはり基本法（第 12条第 1項および同第 3条第 1項）に基づいて，弁護士株式会社が認められ
るとする．株式会社は私法上の法人として職業選択の自由という基本権を有し，活動を禁ずる法規
定があるならば，その規定が基本法に反するかどうかを問うこととなり，ないならば，原則として
自由であるという（p.133）．しかし，株式会社の法形式を利用した場合の商号については，「弁護士
会社（Rechtsanwaltsgesellschaft）」が有限会社である場合に付加語（mbH）を要求する明文（連邦
弁護士法第 59条ｋ第 1項）を，（基本法の趣旨にそって）類推適用することになると論ずる（p.134）． 
 
 2−6 パートナーシャフト有限職業責任会社の導入（第 6章） 
 まず，パートナーシャフト会社法（Partnerschaftsgesellschaftsgesetz 以下「PartGG」とする）
が，「自由業」者のうち医師，弁護士，会計士，税理士，エンジニア，建築士等，29職種（同法第 1
条第 2項第 2文）向けに，人的会社たるパートナーシャフト（以下「PartG」とする）を提供してお
り（p.141），次に，2013 年改正後 PartGG が，「パートナーシャフト有限職業責任会社：PartGmbB 
（Partnerschaftsgesellschaft mit beschränkter Berufshaftung）」を導入した旨が示される．UG
と同じく，イギリスの LLP（註 20，p.147）との競争が背景にある．前者は，第 5章を補充するもの
であり，後者は，第 4章で扱われた問題とも関連し，新たな情報を付加するものである． 
 PartG の債権者に対しては，パートナー個人が PartG と連帯して債務を負うと定められている
（PartGG第 8条第 1項第 1文）．一方で，ドイツ連邦最高裁が弁護士有限合資会社（Rechtsanwalts- 
GmbH&Co.KG）を不適法とし（2011年 7月 18日判決：註 23，p.148），LLPへの脱出を促していた．
2013年改正は，上記 29職種のうち弁護士・弁理士・税理士・会計士の 4種について，最低€250万
の保険への強制加入（債権者保護）を条件として（p.149，153），PartGmbBの利用を認めた． 
 著者は，商号の付加語である「有限職業責任（mbB）」の検討に進み，PartGG第 8条第 4項第 3文
が付加語の登記を義務づけることから，より頻繁に問題となるのは，営業取引において付加語を用
いなかった場合であり，その解決には第 4章で検討した連邦最高裁 2012年 6月 12日判決が用いら
れることになるが（p.155），なお（5）に掲げた見解に配慮する必要性を指摘する（第 7章，p.178）．
下級審判例の検討を経て，著者は，UG が GmbH の「変形」であるのと同程度に，パートナーシャフ
ト有限職業責任会社がパートナーシャフトの変形であると言えるかどうか，さらなる検討を続ける
とする（p.164）． 
 
3 評価 
 EU加盟国であるドイツでは，企業活動についても域内の居住移転の自由が保障され，小規模企業
法制においても，他国，特にイギリスとの競争が生じている．ここで「競争」とは，ドイツ国内で
活動する企業に占める，イギリス法に基づき設立された企業（特に private limited liability    
company の形態をとるもの）（以下，ドイツ語文献に登場する略記を用い「Limited」という）が，
その割合を高めているという事実に，ドイツの立法関係者が講ずる対策を指す．「国内法の影響力の
減衰」という事態に反応したのはドイツのみではないが，高い水準で最低資本金を調達させ，設立
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手続に時間をかけさせる国内法が忌避され，17倍を越す Limitedの加速度的増加にみまわれたのが
ドイツである（1997年から 2002年までの Limited設立数合計と 2003年から 2006年までの合計を
比較した数値）．こうした欧洲における制度間競争でドイツが示した応答が 2008年有限会社法改正
（MoMiG）であり，そこで認められたあらたな企業形態が，提出論文の扱う UGである． 
 
 3−1 導入（第 1章と補説） 
 ここでは，（ⅰ）【設立段階】における［設立コスト抑制］と，（ⅱ）【設立段階】を含んでそれ以
降の［会社債権者保護の確立］という目標を実現しようとする政策と大づかみできるが，著者は提
出論文で，個別の法的論点の検証を通じて，その達成度を測ろうとしている．著者の着実な研究方
法のあらわれである． 
 
 3−2 UGの会社財産に関する諸問題（第 2章） 
 第 2章では，著者が，現物出資された財産を業務執行者が把持する旨の保証（有限会社法第 8条
第 2項第 1文）を要求する解釈を採りつつ，その一方で，キャッシュプーリングが制約される解釈
（有限会社法第 5条ａ第 2項第 1文の類推適用）に対して「消極的」と評価する点が特筆される．著
者の解釈は，UG制度に対する慎重な評価に立脚した現実的な対応と言うべき，極めて穏健な解釈で
ある． 
 
 3−3 現物出資の禁止をめぐって（第 3章） 
 現物出資に関し，ドイツ法は，目的物と額面額の定款への記載と現物出資設立報告書（有限会社
法第 5条第 4項），および登記裁判所の関与（有限会社法第 9条ｃ第 1項第 2文）を要求する．良質
な会社財産を確保させる要請を，財産増加の機動性に優先する規制となっている． 
 著者は，この規制を過剰と捉えてはおらず，むしろ，その相当な適用範囲につきなお検討を進め
る必要性があるとする．したがって日本の現行法に対しても批判的な検討がふさわしいということ
になる．どのような要素を挙げ，そこにいかなる優先順位をつけ，なにを根拠として結論を導くの
か，根本的な研究の必要性が示されている． 
 
 3−4 商号と会社財産と会社形態（法形式）ー“構造的問題”（第 4章） 
 最低資本金とは，結局，［企業形態（法形式）ごとの／設立時の会社財産の／法定量］であるわけ
だが，法形式に応じて異なる商号を用いるため，結論としては「商号が会社財産の法定量を表す」
ことになる．だが，それは設立時のみの過去情報でしかない．これは法の構造に根ざした問題であ
る． 
 UGは，社員の有限責任（①）を表す付加語を，GmbHにおける「mbH」のように略すことが禁じら
れ（註 42，p.154），①は GmbHにおけるよりも明らかだと言える．しかし，UGが【設立段階】で€25,000
に達しない会社財産しか持っていないこと（②’’）については不明である．GmbHと UGという商号の
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違い（企業形態の違い）は設立時の会社財産の量の違いを表し，商号が設立後の会社財産の変動（特
に減少）とは無関係だという本質が見えない． 
 著者が第 4章で明らかにしたのは，こうした，最低資本金制度と商号，そして企業形態（法形式）
の関わり合いから生ずる“構造的問題”であり，この問題にドイツ法学界がどう対応しようとして
いるかを描写している．日本は現行法上この問題を免れたかのようであるが，著者の指摘は，それ
が表層的であることを示す．外国法人に関し民法 37条 5項が「否認」と定める趣旨と民法 117条 1
項の関係など，中小企業法制上の意義にとどまらない検証の必要性を想起させる． 
 
 3−5 有限責任パートナーシップ（LLP）との競争（第 5章，第 6章） 
 著者は，第 5章で弁護士会社を，第 6章で パートナーシャフト有限職業責任会社を取り上げ，有
限責任パートナーシップ（LLP）との制度間競争をふたつの側面から検討する．実務的要請に抗いき
れず改正に到る様子は，あたかも UGと同じ構図である．これは，制度間競争においてドイツがイギ
リスに互する水準にとどまり，決して先んじてはいないことを明確に示しており，UG導入の背景に
ある政策が，攻撃的であるよりは防禦的であることを示している． 
 
 3−6 小括 
 （1）丸山秀平氏の提出論文は，「制度間競争」というべき EU各国の熾烈な立法活動，「選ばれる
ドイツ企業法制」となるためのドイツの模索を検討する．政策判断を万能の根拠として示すのでは
なく，法理論を明確に示し，その一貫性を保ちつつも政策目的を達しようとするドイツ法学界の営
みを，極めて具体的に描く．その背景には，日本の立法活動における理論的検討の相対的な弱さ，
政策論の優勢，に対する著者の憂慮がある．一人会社，一人設立を扱った論文を原点とする著者の
問題意識は，会社設立に関する理論的検討にうらうちされ，提出論文の全体を貫いている．直接に
はドイツ法を扱うものでありながら，日本における現物出資規制，最低資本金制度の政策的意義が，
あたかも鏡映しのように，提示されていると言える． 
 （2）用いられた検討方法については，以下の点を指摘できる．制定法の改正後の条文，理由書等
の立法資料を解読するのは当然として，立法段階で必ずしも明確でなかった解釈上の論点を埋める
裁判例の結論を詳細に検討する点，学説については異説に到るまで取り上げる点である．その結果，
政策的な選択が，ときに裁判所によって促され，また，ときに学説によってその効果が弱められ，
あるいはまた，立法的な不作為によって妨げられる様子を，具体的に活写することに成功している． 
 （3）各論的には，（a）UG導入の政策目標に対して示す著者の慎重な評価を指摘せねばならない．
GmbHに対する UGの「優位性」とは，確かに「脆弱性」とも言え，著者を含む多くが UGの債権者保
護の観点から示す懸念には根拠がある．UGの現物出資禁止規定の議論をたどる提出論文の延長線上
には，GmbHと UGとの差異をなくしてよいかどうかという窮極的な問いがある．UGの存在意義のよ
り深い検討は，GmbHにおける会社債権者保護の適切な範囲画定という問題にほかならず，商号（付
加語）をめぐる議論と（ドイツにおける“構造的問題”として）理論的に結びついている．このこ
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とが，提出論文では，第 3章と第 4章以下との内的連関として示されており，有意義である．日本
が最低資本金制度を廃した効果を十分に検証することで，ドイツの選択が微温的に過ぎるのかどう
か，防禦的に過ぎるのかどうか，より明確な評価を示せるものと考える． 
 （b）また，小規模でありながら有限責任を享受できる企業を用意して起業を促す政策への，著者
の持続的な関心を特筆すべきである．歯科治療有限会社（Zahnbehandlungs-GmbH）を認める裁判例
が重要な先例となって弁護士有限会社の導入に到ることからも明らかなとおり，従来は，医療提供
者や法的知識の提供者等の高度な職業専門家が複数人からなる組織を形成し，有限責任を享受する
条件とその整備が論じられてきた．しかし，これからは，漁業権者のような，第一次産業に従事す
る者も含めた「特殊な人的資本の提供者」が社員となる組織に，有限責任を享受せしめる問題が日
本においても重要性を増すはずである．提出論文のような着実な研究が，その礎となる． 
 （4）提出論文は総じて，制度間競争に臨んで「選ばれる日本法」となるためにはどのような具体
的な制度設計を以て応えるべきかという問いに，日本の法学関係者が真剣に取り組むよう求める点
において貴重な問題提起となっている． 
 （5）なお，提出論文が逐次的に公表された論文を再構成した著書であるため，叙述の重複や，同
一主題を論ずる箇所の散在など，読みづらい点があることは否めない．しかしこれは微瑕であり，
上記の評価を揺るがすものでは全くない． 
 
4 結論 
 審査委員の全員一致を以て，丸山秀平氏が博士学位（乙）を授与するにふさわしいものと判断す
る． 
